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一九八
内規に基づく退職慰労金の支給慣行と 
株主総会決議の要否 
平成27年７月21日東京地裁民事第12部判決（平成22年ワ 
第23296号損害賠償請求事件，請求棄却）金判1476号48頁
米　山　毅一郎
Ⅰ　事実の概要
⑴　Y1株式会社（被告。以下，「Y1」）は，総合建設業を主な事業内容とする昭和22年創
業，昭和28年に東京証券取引所（以下，「東証」）二部に上場公開し，同60年に東証一部
に市場替えした会社である。Y1の平成24年10月１日時点の発行済株式総数は4,391万
9,291株，資本金の額は60億2,247万1,469円である。Y1の定款には，取締役の報酬につい
て，会社法361条１項柱書所定の定めはない。
　Y2（被告）は，平成19年６月28日から Y1の代表取締役の地位にある。
　Ｘら（X1ないし X4。原告）は，いずれも Y1の役員であった者であるが，X1ないし X3
は，平成19年６月28日に開催された定時株主総会をもって Y1の取締役を退任し，X4は，
Y1の取締役を経た後監査役となり，平成23年６月監査役を退任した。X1・X3および X4
は，在任期間中の一部期間において Y1の使用人を兼務していた。
⑵　平成19年５月29日時点で，Y1には，「役員退職慰労金支給基準規程（以下，「本件支給
規程」）」が存在しており，従来，本件支給規程に従い，退任役員に対し，退職慰労金の
支給がなされてきており，非違行為等があった場合や個別の同意があった場合を除き，
本件支給規程に基づいて，退職慰労金の支給金額が株主総会の決議を経て支払われてき
た。ところが，当時 Y1の経営陣は，Ｘらも含めて，Y1の財務状態の悪化から，平成19
年６月28日定時株主総会において，退職慰労金の支給決議を成立させて，平成20年３月
期に特別損失を計上することは，株主に対する説明がつかないと判断し，本件支給規程
による従来の退職慰労金の支給制度の維持を困難と判断するに到った。そこで X1は，Y1
において，本件支給規程を廃止し，今後，退任する X1，X2及び X3に対し役員退職慰労
金の支給をするとともに，留任役員につきそれまでの在任期間に応じたいわゆる打切り
支給をすることを企図した。これによれば，X1が取締役に在任している段階で，平成19
年３月期での決算で役員退職慰労金引当金繰入額を特別損失として計上することが可能
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となり，株主に対する説明も容易であった。
　Y1は平成19年５月29日に開催された取締役会において，X1ないし X3に対し退職慰労
金を支給することを決議するとともに，X4を含む同年６月28日定時株主総会において退
任を予定しない役員に対しても，それまでの在任期間に応じ，退職金を支給する旨を内
容とする「退任取締役に退職慰労金贈呈ならびに役員退職慰労金制度廃止に伴う打切り
支給の件（以下，「本件支給議案」）」を上程する旨の取締役会決議（以下，「本件支給議
案上程決議」）をした。
⑶　ところが，平成19年６月５日，Y1の連結子会社Ａ（以下，「Ａ」）において平成８年こ
ろからリース資産を過大に計上するなど不適切な会計処理が行われていることが発覚
し，Y1は，平成20年３月期において，それまで見込まれていなかった多額の特別損失を
計上することになり，本件支給議案に基づいて，退職慰労金を支給することが困難とな
った。そこで，Y1は，平成19年６月27日，臨時取締役会を開催し，本件支給議案を同年
６月28日定時株主総会において上程しないことを決議した。その結果，同年６月28日定
時株主総会の招集通知には，第３号議案として，本件支給議案が記載されていたが，当
該定時総会では，上記議案は撤回され，決議はなされなかった。
⑷　Ｘらは，本件支給議案上程決議により，Y1との間に株主総会の承認を得たうえで，退
職慰労金を支給する旨の合意が成立しているにもかかわらず，当該合意を履行しないと
主張して，主位的に Y1及び Y2に対して債務不履行ないし不法行為に基づく退職慰労金
ないし退職金相当額の損害賠償を請求し，予備的に従業員退職金の請求，退職慰労金支
給に対するＸらの期待権侵害に基づく損害賠償を請求した。即ち，本件の主位的請求に
係る争点は，①本件支給議案上程決議の法的効力，②Ｘら主張の支給合意の存続の可否，
③ Y1のＸらに対する退職慰労金支給義務懈怠の存否，④ Y2がＸら主張の支給合意に基
づいて退職慰労金支給議案を上程しないことに係る違法性の有無，及び⑤Ｘらの損害額
であり，予備的請求に関する争点は，⑥ X1，X3及び X4の Y1に対する従業員退職金の請
求の可否，⑦ Y1・Y2によるＸらの退職慰労金の支給に関する期待権侵害の有無，及び
⑧Ｘらの損害額である。
Ⅱ　判決要旨
請求棄却。
　争点①（本件支給議案上程決議の法的効力）について（判旨第１点）
⑴　「Y1においては，内規に基づいて退任役員に対し，退職慰労金の支給をする旨の慣行
があったと認められ，上記慣行に基づいて本件支給議案上程決議もなされたと認めるこ
とができる。」
⑵　しかしながら，「本件支給議案上程決議は，会社法そのほか関係法令にしたがって，本
件支給議案を平成19年６月28日定時株主総会に上程する旨を取締役会で決議したにとど
まり，……本件支給議案上程決議をＸら主張の支給合意と解するべき事情を認めること
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はできない。
　ところで，会社法361条の解釈によれば，株式会社の取締役ないし監査役については，
定款又は株主総会の決議によって，報酬の金額が定められなければ，具体的な報酬請求
権は発生せず，取締役が会社に対し報酬を請求することはできず，この理は，内規で退
職慰労金の支給基準が定められ，これまで，退職慰労金の支給がなされてきた慣行があ
る場合であっても同様であると解される。
　Ｘらは，内規で退職慰労金の支給基準が定められ，これまで，退職慰労金の支給がな
されてきた慣行がある場合には，一定の権利性を認め，取締役［ママ］の決議がなされ
れば，これにより，報酬請求権を基礎付ける法的効力があることを前提にした主張をす
るが，……Y1は，明らかに所有と経営が分離した典型的な物的会社であって，会社内部
の人的関係等から，前記説示した会社法361条の解釈適用を変更させる必要性があるとは
いえず，Ｘの上記主張は採用できない。」
⑷　「ア　本件支給議案上程決議により，Ｘら主張の支給合意が成立したと認めることは
できず，イ　内規で退職慰労金の支給基準が定められ，これまで，退職慰労金の支給が
なされてきた慣行がある場合には，一定の権利性を認め，取締役［ママ］の決議がなさ
れれば，これにより，報酬請求権を基礎付ける法的効力があることを前提にしたＸの主
張についても採用することはできない。
　そうすると，株式会社の取締役ないし監査役であったＸらについて，株主総会の決議
によらないでも，退職慰労金請求に関し，何らかの権利性を認めうることを前提にした
Ｘらの主張については，前提において，その根拠がないこととなり，全て採用すること
ができない。」
⑸　「以上から，争点②③についてのＸらの主張については，Ｘらに退職慰労金の請求に
関し何らかの法的効力があることを前提にした主張と解されるので，いずれも採用でき
ない。」
　争点④（Y2がＸら主張の支給合意に基づいて退職慰労金支給議案を上程しないことに係
る違法性の有無）について（判旨第２点）
⑴　「Ｘらは，Y2につき，会社法429条１項に基づく任務懈怠の主張をするが，当該主張
は，株式会社の取締役ないし監査役であったＸらについて，株主総会の決議によらない
でも，退職慰労金請求に関し，何らかの権利性を認めうることを前提にした主張と解さ
れ，……採用することができない。」
⑵　「また，Ｘらは，Ｘら主張の支給合意につき，Y2個人との合意と構成して，これを前
提にした合意違反を内容とする主張をする。しかしながら，……Y2は，Y1の経営規模，
株主構成等から，株主総会における議決に対し影響力を有していない上，また，株主に
対し代表取締役として経営責任を負う Y2が，Ｘらに対し，Ｘら主張の支給合意を内容と
したあえて個人的約束をしたとは到底認めがたく，上記主張は採用できない。」
⑶　「よって，Y2が Y1の取締役会に，Ｘらの退職慰労金支給議案を付議しないことにつ
いて違法性があるとは認められない。」
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⑷　「以上から，主位的請求の趣旨に関するすべてのＸらの主張については，その余の点
を判断するまでもなく，理由がない。」
　争点⑥（X1，X3及び X4のＹに対する従業員退職金の請求の可否）について（判旨第３点）
⑵　「本件支給規程は，その文言から明らかに，使用人兼務取締役の使用人分の退職金の
支給を定めたものではなく，役員退職慰労金の算定方法を定めたものにとどまる上，Y1
の役員は，従業員から役員に就任する際，従業員の退職金については別の退職金規程に
よって清算されて別途支給されていることに鑑みると（弁論の全趣旨），本件支給規程を
もって，使用人兼務取締役が使用人分の退職慰労金を別途請求できることと解すること
はできず，ほかに使用人兼務取締役の使用人分の退職金の支給の根拠を適確に認めるに
足りる証拠がないことからすると，X1，X3及び X4の従業員退職金の請求に関する主張
を採用することはできない。」
　争点⑦（Y1・Y2によるＸらの退職慰労金の支給に関する期待権侵害の有無）について
（判旨第４点）
⑵　「株式会社の取締役ないし監査役であったＸらについて，株主総会の決議によらない
でも，退職慰労金請求に関し，何らかの権利性を認めることはできず，また，Y1は，明
らかに所有と経営が分離した典型的な物的会社であることから，会社内部の人的関係等
から，Ｘらの退職慰労金の支給に対する期待権を法的に基礎付けることも相当でない。
　さらに，……Ｘらに対する退職慰労金の支給がなされていない背景には，会社の経営
状態の悪化が退任取締役の経営責任によるものとして判断したことがうかがわれること
からすると，Ｘらに対するその責任の取らせ方として退職慰労金不支給という判断が妥
当かといった問題は，高度な経営判断に属し，裁判所がその合理性を良く判定すべき事
項とも考えられない。」
⑶　「そうすると，Ｘらの主張する事情によっても，Ｘらの主張するような期待権，さら
にはその侵害を認めることはできず，Ｘらの期待権侵害に関する主張はその余の点を判
断するまでもなく理由がない。」
Ⅲ　研　究
１　本判決の意義・構成
　本判決は，東証一部上場会社において，退任した取締役・監査役に対し退職慰労金を支
給する旨の議案が株主総会に上程されず，退職慰労金が支給されなかったことについて，
退任取締役・監査役が会社・代表取締役に対し損害賠償等を求めた事案に関するものであ
る。従来，退職慰労金不支給に関する事案は，中小企業のオーナー経営者やいわゆるワン
マン経営者と不仲になった取締役等に係る紛争が中心である（1）が，本判決は上場会社に関
するものである点に特徴がある。
⑴　例えば，①大阪地判昭和46・３・29金判278号16頁〔株式会社形態を採用するもその実質は２名
の取締役の共同事業〕，②京都地判平成４・２・27判時1429号133頁〔代表取締役によるワンマン
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　本件におけるＸらの主張は，多段階で複雑であるが，本判決に従えば，Ⅰで示した争点
①ないし⑧に整理されるところ，本判決は，争点①本件支給議案上程決議の法的効力，④
Y2がＸら主張の支給合意に基づいて退職慰労金支給議案を上程しないことに係る違法性
の有無，⑥ X1，X3及び X4の Y1に対する従業員退職金の請求の可否，並びに⑦ Y1・Y2に
よるＸらの退職慰労金の支給に関する期待権侵害の有無について判断し，いずれもＸらの
請求を棄却した。
　即ち，本件では，第１に，争点①に係るＸらの主張の成否が中核的問題であるが，本判
決は判例法理（2）に従って，退職慰労金支給に係る株主総会決議がない以上，取締役会にお
ける本件支給議案上程決議だけで Y1とＸらとの間に退職慰労金の支給合意が成立するわ
けではないとした（判旨第１点）。その結果，争点②・③についてもＸらの主張は採用され
ず，争点⑤も問題とされない。
　第２に，争点④に係るＸらの主張の成否に関して，判旨第１点より，Ｘら主張の退職慰
労金支給合意不成立とされる以上，Ｘらに本件退職慰労金請求権を認め得ず，それ故，Y2
の会社法429条１項に基づく任務懈怠も問題とならないとした。また，Y2個人とＸらとの
間に本件退職慰労金支給に関する個別の合意（個別的約束）が存在し，その合意（約束）
違反を理由とするＸらの主張も認められなかった（判旨第２点）。
　第３に，争点⑥について，本件支給規程の文言，従業員退職金規程の存在・運用等から，
本件支給規程に基づく X1，X3及び X4の従業員としての退職金請求も理由なしとされた
（判旨第３点）。
　第４に，本件において，Ｘらは，退職慰労金の支給を受けるにあたり法的保護に値する
期待権を有するか（争点⑦）につき，本判決は，ⅰ）株主総会決議を欠く退職慰労金請求
の具体的権利性の欠落，Y1の物的会社性・Y1内部の人的関係から期待権の成立を否定し，
更に，ⅱ）本件の背景にＸらの経営責任追及手段としての取締役会による退職慰労金不支
給判断という事情が窺われ，これを高度な経営判断として裁判所が判断を差し控えること
で，Ｘら主張の期待権侵害を理由なしとした（判旨第４点）。その結果，争点⑧は問題とな
らず，以上から，本判決はＸらの請求をいずれも理由がないとして棄却している。以下，
判旨第１点ないし第４点につき検討する。
２　本件支給議案上程決議の法的効力（争点①）
　会社法361条は，取締役の報酬，賞与その他の職務執行の対価として株式会社から受ける
財産上の利益（報酬等）について，定款に当該事項を定めない限り，株主総会の決議によ
って定めることを要する旨規定する。取締役・監査役等役員の退職慰労金も，それが職務
執行の対価として退任後に支払う趣旨である限り，報酬規制に服すると解するのが，判例・
　経営会社。他の株主全てが当該代表取締役の影響下にある〕，③東京高判平成７・５・22判タ892
号236頁〔一人会社ではないものの株主総会決議事項について総会に代わり意思決定する等実質的
株主権行使者は当該代表取締役唯一人〕等。
⑵　最判平成12・２・21金判1180号29頁，最判平成17・２・12金判1218号42頁〔事後的総会決議を
許容〕，最判平成21・12・18金判1338号22頁〔総会決議を欠いた退職慰労金の受給は不当利得とな
る。但し本件では特段の事情の存在から不当利得返還請求は信義則違反・権利濫用となり得る〕。
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通説である（最判昭和39・12・11民集18巻10号2143頁）。報酬規制の趣旨は，報酬等の決定
を任用契約で決するとした場合，業務執行者の恣意や取締役同士の馴れ合いによる報酬額
の過大決定・給付の弊害（お手盛り）が危惧されるので，その決定権限を報酬等受給者と
は別の機関である株主総会の決定事項としたものと理解される。通説は，このように当該
規制をお手盛り防止のための政策的なものと捉えるが，株主総会に本来的に報酬決定権限
があると解する立場（非政策規定説）も有力である。後者は，取締役等の選任権限が株主
総会に付与されていることを重視する（3）。
　いずれにせよ，取締役の具体的報酬請求権の発生要件が定款規定・株主総会決議である
ことに変わりはない。判例法理は政策規定説に立つことを明らかにしている（①最判平成
12・２・21金判1180号29頁，②最判平成21・12・18判時2068号121頁）が，判例法理①はそ
の傍論で「株主総会の決議に代わる全株主の同意もなかったのであるから，その額が社会
通念上相当な額であるか否かにかかわらず」当該取締役は，会社に対し報酬請求権を有し
ないとした。即ち，原則に対する例外として，株主総会決議に代わる株主全員の同意があ
れば，取締役の報酬請求権が認められる余地のあることが示唆されたのである。判例法理
①によって，その実体が個人企業であるか，実質的一人会社，あるいは小規模閉鎖的同族
会社等において，内紛によって報酬請求権を奪取・無視される少数派取締役に関する「救
済法理」としての理論構成が与えられたことになる（4）。
　本件の場合，判例法理①傍論に従ってＸらを救済する必要はない。Y1は東証一部上場会
社であり，従来，本件支給規程に基づいて退職慰労金が支給されてきたが，その際株主総
会決議を経てきており，本件に限って，株主総会決議を不要と解することはできない。ま
⑶　取締役報酬規制に関する判例・学説の解説・整理につき，上柳克郎ほか編集代表『新版注釈会
社法⑹』（有斐閣，1986年）386頁〔浜田道代〕，落合誠一編『会社法コンメンタール⑻』（商事法
務，2009年）148頁〔田中亘〕参照。
⑷　救済法理・理論構成の主なものとして以下の見解がある。①いわゆる有償委任説を前提にして，
取締役は会社に対して報酬決議請求権を有するので，報酬議案が総会に上程されないときは会社
に対する損害賠償請求が認められるとの見解（酒巻俊雄「判批」金判113号（1968年）４頁，山口
幸五郎『会社取締役制度の法的構造』（成文堂，1973年）79頁）。②総会が報酬額を定めず放置し
ている場合には，裁判所が相当額の支払を命じ得るとの見解（浜田・前掲注⑶388頁）。③報酬等
の支給を総会に付議しないことが会社代表者の義務違反に当り，役員はこれに対し会社に不法行
為（会社法320条）に基づく損害賠償請求できるとの見解（大塚龍児「判批」リマークス28号（2004
年）102頁）。④定款・総会で報酬額等が定められなかったり，取締役の職務内容からみて不当に
低額な報酬等が定められた場合には，適正な額との差額を会社に対し請求できるという見解（弥
永真生「取締役の報酬の減額・不支給に関する一考察」筑波法政16号（1993年）21頁）。⑤オーナ
ー取締役が退任取締役に報酬等の支給を約束していたというような場合は，当該オーナー取締役
は総会決議を成立させる旨の一種の議決権拘束契約を締結したものと見られ，その義務を懈怠す
れば損害賠償責任を負うとの見解（江頭憲治郎『株式会社法〔６版〕』（有斐閣，2014年）460頁。
尚，会社に対しても拘束力が発生し，履行懈怠の場合に会社にも損害賠償可能と解する〔江頭憲
治郎「判批」ジュリ1103号（1996年）121頁〕）。⑥会社法429条１項による救済を認め得るとする
見解（青竹正一「取締役退職慰労金の不支給・低額決定に対する救済処置（下）」判評412号（判
時1422号）（1993年）176頁，東京地方裁判所商事研究会編『類型別会社訴訟Ⅰ〔第２版〕』（判例
タイムズ社，2008年）132-133頁〔福田千恵子〕）。
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た，そのように解すべき特段の事情も存在しない。物的会社である Y1において，本件支給
議案は撤回され（平成19年６月28日定時株主総会），上程されなかった以上，株主総会決議
はいかなる意味においても存在しない。会社が内規等によって退職慰労金の支給基準を定
めていたにすぎない場合（本件もそうである）には，たとえ同族会社であっても退任取締
役の退職慰労金支給請求は認められていない（2）。判旨第１点は，判例法理を踏襲するもの
として妥当である。
３　Y2がＸら主張の支給合意に基づいて退職慰労金支給議案を上程しないことに係る
違法性の有無（争点④）
　判旨第２点⑴は，Ｘらによる Y2の会社法429条に基づく任務懈怠責任の主張に対し，「株
主総会の決議によらないでも，退職慰労金請求に関し，何らかの権利性を認めうることを
前提にした主張」であり，判旨第１点の説示を理由として，これを認めなかった。付加的
に⑵において，「株主に対し代表取締役として経営責任を負う Y2が，Ｘらに対し，Ｘら主
張の支給合意を内容としたあえて個人的約束をしたとは到底認めがたく」，Ｘらの主張は採
用できないとした。判旨第１点とも整合的であり，妥当な判断である。
　⑵に係るＸらの主張は，代表取締役が退任取締役に対して事前の支払約束（退職慰労金
に関する内規の存在等）をした場合には，代表取締役は退職慰労金支給議案を株主総会に
提出しかつそれを成立させる旨（一種の議決権拘束契約）を代表取締役の資格において退
任取締役に対し約束したことになり，その約束は実質的に会社の利益に資する内容のもの
である限り会社を拘束するとして，代表取締役がそれを怠った場合には，退任取締役は，
会社・当該代表取締役に対して退職慰労金相当額の損害賠償を請求できるとする学説の見
解（6）と類似する主張である。しかし，この見解は，オーナー経営者・会社代表者が，退任
取締役への退職慰労金の支給を決定せず，あるいは，株主総会が退職慰労金の不支給や当
該会社の慣例からして著しく低額の退職慰労金支給を決定した場合の，いわば「救済法理」
として示されるものである。このような事例において，判例は，退任取締役から会社への
退職慰労金の支払請求を認めていないから（前掲最判昭和26・５・11），その場合の救済策
として別途法的構成が必要とされる。本件の場合，東証一部上場会社である Y1での問題で
あり，Y2はオーナー経営者ではない。それ故，そもそも「救済法理」を必要とする事案と
はいえない。当該学説の見解が想定する事案とは，そもそも事案を異にするのである。
４　従業員退職金の請求の可否（争点⑥）
　本件支給規程に基づき，X1・X3及び X4は従業員としての退職金請求権を有するか。こ
れらの者が取締役在任期間中に従業員を兼務していた際，取締役報酬分と従業員としての
給与を区別して支給され，かつ給与から雇用保険が控除されていた旨の事実が認定されて
⑸　最判昭和26・５・11金判622号18頁〔株主総会も殆ど不開催の株式譲渡制限会社で役員も同族の
みで構成されている会社において，支給対象を役員と従業員とを区別せずに在職期間に差異を設
けて支給されることとなっている退職慰労金支給規程が存在している場合でも，定款・株主総会
決議によってその額を定めなければならないとする〕。
⑹　江頭・前掲注⑷⑤460頁。
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いる（判旨第３点⑴）。使用人兼務取締役に支給される使用人（従業員）分の報酬・退職金
に関し会社法361条１項の規制は，条件付きで排除される。即ち，判例は，①使用人（従業
員）分の給与体系が明確に確定している限りにおいて，②使用人分給与を含まない旨を明
示しつつ取締役報酬分のみを株主総会で決定することを許容する（最判昭和60・３・26判
時1129号120頁）。通説も同様に条件付否定説である（7）。前掲最判昭和60・３・26が示した
要件（①・②）は，使用人給与分と称して実質的には取締役の職務執行の対価として多額
の財産上の利益が株主の関与なく支払われるといった脱法行為の防止を意図したものであ
り，基本的には所有と経営が分離し，かつ法務スタッフの揃った上場会社に適合的である
とされる（8）。この点からすれば，判旨妥当である。ただし，判旨第３点⑵に対しては，Ｘ
らの役員就任後の従業員としての退職金の支給の根拠となるＸらの事情を個別・実質的に
検討すべきであった旨の指摘がある（9）。確かに判旨の説示は形式的にすぎるように思われ
る。「Y1の役員は，従業員から役員に就任する際，従業員の退職金については別の退職金
規程によって清算されて別途支給されていることに鑑みると（弁論の全趣旨）」，従業員退
職金の請求に関するＸらの主張を採用することはできないと述べるが，判旨第３点⑴で認
定した「取締役在任期間中に従業員を兼務していた」期間，即ち取締役就任以後の従業員
分の退職金については未精算であるようにも思われる（10）。この点，本判決は，従業員分の
退職金と取締役分の退職慰労金とを併せて支給すべき事情が本件では窺われない点も考慮
した上での判断を示したものかもしれない（11）。
５　期待権侵害の有無（争点⑦）
　判旨第４点において，本判決は，本件支給議案上程決議とその後の Y2の言動等から生じ
たとするＸら主張の本件退職慰労金に対する期待権を否定する。Ｘらの主張の背後には，
先述した「救済法理」に係る学説③・⑤の存在のほか，支配株主として支給決議を実質的
に成立させる立場にある者による約束により取締役に保護される権利・利益が生じたとみ
て不法行為の成立の余地を認めた裁判例（佐賀地判平成23・１・20判タ1378号190頁）が存
するものと思われる。同判決は，退職慰労金は内規に基づく場合でも取締役が退任により
当然に請求権を取得することはなく，株主総会決議による個別の判断を経て初めて，会社
との間で支給についての契約が成立し，具体的な退職金債権を取得するとの判例法理（最
判平成22・３・16金判1346号38頁）を前提とした上で，退職金不支給の総会決議を主導し
た支配株主の不法行為責任を認めた事例的な判断と解される。同事案は発行済株式総数
6,600株の特例有限会社において，原告らの取締役任用契約時に，内規に基づく退職慰労金
が支払われることを当時の支配的株主である被告から告げられていたにもかかわらず，即
ち，みずから内規のとおり退職慰労金を支給する旨説明したにもかかわらず，被告が，故
⑺　田中・前掲注⑶129頁。
⑻　田中・前掲注⑶160頁。
⑼　木俣由美「判批」ジュリ1492号〔平成27年度重判解〕（2016年）102頁。
⑽　木俣・前掲注⑼102頁。
⑾　金判1476号コメント（2012年）23-24頁参照。
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意又は過失によって，過半数を超える支配的な立場を利用して，支給決議に賛成しないこ
とが相当といえる特段の事情が認められないにもかかわらず，不支給決議を主導していた
場合に関するものである。それ故，本件とは事案を異にしている。これに対し，「Y1は，
明らかに所有と経営が分離した典型的な物的会社であることから，会社内部の人的関係等
から，Ｘらの退職慰労金の支給に対する期待権を法的に基礎付けることも相当でない」と
の本件の説示は，この点を示すものとして妥当である。また，判旨第４点⑵前段も判例法
理を踏襲するものであり，妥当である。
　尚，Y2が退職慰労金支給議案を株主総会に付議しないことが，いかなる意味でＸらに対
する不法行為となるのかに関して，退職慰労金支給についての期待権が侵害されたとして
民法128条の類推により不法行為に基づく損害賠償請求が会社に対してなされたが，株主総
会決議は報酬請求権を発生させるための法定条件であって法律行為の付款としての条件で
ないことから，同条を理由とする損害賠償請求権は発生しないと判示された（東京地判平
成３・７・19金判890号32頁）。期待権を観念する余地はかなり狭い（12）。
　更に，判旨第４点⑵後段は，平成19年６月27日の臨時取締役会で，本件支給議案を６月
28日の定時株主総会に上程しないことを決議した背景事情として「会社の経営状態の悪化
が退任取締役の経営責任によるものとして判断したことがうかがわれることからすると」，
「退職慰労金不支給という判断が妥当かといった問題は，高度な経営判断に属し，裁判所
がその合理性を良く判定すべき事項とも考えられない」との理由を付加して，結果的にＸ
らの期待権侵害に関する主張を否定（理由なしと）した。この説示部分は，学説上既に示
されていた見解とほぼ同一文言である。同見解によれば，「不支給判断の合理性がいちいち
裁判所で争われることが，退職慰労金の支給・不支給の決定を通じた，業務執行者に対す
る取締役会の監督機能を損なう可能性」が，むしろ問題視される（13）。この点につき，最判
平成４・12・18民集46巻９号3006頁は，要旨「定款・総会決議によって取締役の報酬額が
具体的に定められた場合（総会で報酬総額を定め，取締役会で各取締役に対する配分を決
議した場合を含む）には，その報酬額は会社と取締役間の契約内容となり，その双方を拘
束するから，その後株主総会が当該取締役の報酬を無報酬とする決議をしたとしても，当
該取締役は，これに同意しない限り，報酬請求権を失わず」，それは，「取締役の職務内容
に著しい変更があり，それを前提にそのような総会決議がされた場合」でも異ならないと
する。しかし，この判例法理の射程が及ぶのは，あくまで，定款・総会決議によって取締
役の具体的な報酬請求権が発生した後のことである。他方，本件では，従来は履践してき
た総会決議を経ておらず，本判決の判旨第１点説示の通り，Ｘらの退職慰労金支給請求権
は発生していないのであるから，判旨第４点⑵後段の説示は，この判例法理とも矛盾しな
い。判旨正当と解する（14）。
⑿　金判1476号コメント（2012年）24頁，矢崎淳司「判批」法教判例セレクト2012〔Ⅱ〕（2016年）
21頁（期待権を観念する余地はないと解されなくもないとする）。
⒀　田中・前掲注⑶203頁。
⒁　私見は，具体的報酬等請求権の発生後であったとしても，当該取締役の非違行為や任務懈怠行
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６　本判決の射程
　本件において，Y1には従来「本件支給規程」が存在しており，当該内規に基づいて退職
慰労金の支給実務は行われてきたことについて争いはない（内規に基づく退職慰労金の支
給慣行の存在）。当該内規は，Ｘらの退任する前に廃止されていた模様だが，いずれにせ
よ，本件支給規程の適用は，本件では問題となっていない。
　Ｘらの主張が，仮に，平成19年６月27日の臨時取締役会における，本件支給議案を定時
株主総会に上程しない旨の決議（本件支給議案上程決議の撤回決議）によって，Y1におい
ては，従前の退職慰労金支給制度が復旧し，本件支給規程が適用されるべきであるとの構
成によっていたとしたら，本件支給規程適用の可否こそが，中核的争点となったであろう。
もっとも，Ｘら（少なくとも X1）自身が，Y1の財務状態の悪化に起因して本件支給規程
の廃止，従って，従来の退職慰労金支給制度の廃止を決定したことを受けて，本件支給議
案上程決議が成立したのである。そうである以上，本件支給議案上程決議の撤回決議（平
成19年６月27日臨時取締役会での決議）をもって，Ｘらに退職慰労金支給請求権が発生す
ると解することには矛盾がある。それ故に，本件のＸらの主張はそのような構成を採り得
なかったものと思料する。
　従業員（使用人）分の退職金支給に関する判断部分を除く，本判決の射程は，①内規で
退職慰労金の支給基準が定められ，退職慰労金の支給がされてきた慣行がある場合でも，
取締役の具体的退職慰労金支給請求権が発生するためには，特約・定款規定を欠く限り株
主総会決議が必要であり，②その際，退職金支給議案を株主総会に上程するか否かは，取
締役会の判断事項であり，③所有と経営の分離した物的会社においては，会社内部の人的
関係から退職慰労金の支給に対する期待権を法的に基礎づけるのは相当でなく，④会社の
経営状態の悪化が退任した取締役の経営責任によると判断した上の，取締役会における不
支給決議（即ち，退職金支給議案を株主総会に上程しない旨の決議）は，当該退任取締役
の期待権侵害を構成しない，とする点にあると考える。
（2016年６月30日脱稿）
　為が判明した場合には，取締役会の経営判断として，それらの任務懈怠者に対し，いわば懲戒・
懲罰的に制裁措置として報酬等の不支給・減額の議案を総会に上程することを認めて良いと解す
る。そして，総会決議によって会社提案が承認可決された場合には，不支給・減額決議の成立を
肯定すべきである。前掲最判平成４・12・18は，確定した報酬額は契約法理によって，任期途中
で無報酬化・減額が許されないとするが，当該取締役が事前・事後に同意（黙示の同意も含む）
するときには，無報酬化・減額を否定するものではないと解される。契約法理を理由とする以上
当然そうなるはずである。更に言えば，報酬等は職務執行の対価として観念される以上，当該取
締役に非違行為や任務懈怠行為が存するときには善管注意義務・忠実義務に違反した債務不履行
が当該取締役の側に成立することとなり，それらの任務懈怠を理由として，会社が当該取締役の
確定した報酬額を不支給化・減額することも認められてしかるべきであると解する。福岡高判平
成16・12・21判タ1194号271頁は，「取締役は，その職務執行に対する対価として報酬請求権を有
しているのであるから，職務に違反するなどの行為がない限り……報酬請求権が否定されるもの
でないことはいうまでもない」とする。尚，本件支給議案に対する株主総会決議が行われた直後
にＡの不適切な会計処理が発覚したとしたら，立法上の不備から，対処が困難な場合が生じ得る
ことを指摘するのは，木俣・前掲注⑼102頁。
